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◆ 経営戦略策定趣旨と位置付け 

本市の下水道事業は、当初浸水の防除を目的に都市下水路による整備を始めました。その後、昭和51年度

に下水道法事業認可を取得し、汚水処理施設整備に着手し、平成7年より現整備区域（処理区域）45haの供用

を開始しました。令和元年度末時点で水洗化人口1,178人、水洗化率74.0%、下水道普及率7.5%となっていま

す。 

また平成25年度に開催された「下水道経営健全化検討委員会（内閣府支援高知県事業）」で須崎市下水道

は、「現在のまま推移すると事業の持続が困難になる」ものと指摘されています。さらには人口減少に起因す

る使用料収入減や職員の減少に加え、老朽化施設の改築や地震・津波・豪雨対策等の多くの課題に直面して

います。 

このような経営環境のもとで、中・長期的な視点で～未来へつなぐ下水道経営改革～を基本方針とした「須

崎市下水道事業経営戦略（以下、「経営戦略」という。）」を策定し、計画的に施設、財務、組織及び人材等、経

営基盤の強化を目指します。 

 

1. 経営戦略の位置付け 

本経営戦略は、【未来へつなぐ元気創造のまち】の基本政策を掲げている「須崎市総合計画」等、上位計画

との整合を図りながら下水道事業の方向性を定めた後、より具体的な取組として、各種計画の策定等を行うと

ともに、各業務内で発生した課題や事業内容を経営戦略に反映していきます。 

 

2. 経営戦略の策定ステップ 

「投資計画」と「財政計画」を策定し、最終的には両者が均衡するよう「経営戦略」を策定します。 

● 投資計画 

将来的な需要を適切に把握するとともに、アセットマネジメント等の知見を活用してその最適化を図る計画

を策定 

● 財政計画 

必要な需要額を賄う財源を中長期的な経営の中で計画的かつ適切に確保する計画を策定 

 

3. 計画期間 

本経営戦略の計画期間は、令和 3年度から令和 12 年度までの 10 年間とします。 

◆ 下水道事業の現状と課題 

● 急増する施設・設備の老朽化に伴う改築・更新事業量及び事業費の増加 

本市の管路施設は、現在耐用年数を超過した管路の延

長は約 6km（19.9%）ですが、20 年後には約 27km(87.1%)

に達する見込みであり、今後 10～20 年後には、大規模

な改築・更新の時代をむかえるといえます。 

  処理場・ポンプ場は、令和元年度末時点で標準耐用年

数を経過した資産が処理場は 78%（215 資産）、ポンプ場

は 83%（505 資産）に達し、改築・更新の時代を既にむか

えており、重要度の高い施設より、改築・更新を実施す

る必要があります。 

 また施設の老朽化対策と財政の健全性のバランスを

見据えて、より効率的に改築・更新事業を実施していく

必要があります。 

● 経費回収率の低迷、汚水処理原価の高騰 

本市の経費回収率は、令和元年度で 16.7%と県内

でも最も低い状況です。経費回収率が 100%を下回っ

ているため、汚水処理費用を下水道使用料で賄えき

れていない状況です。この賄えきれていない分の費

用は、他会計からの繰入金に頼らざるを得ない状況

にあります。 

 また国立社会保障・人口問題研究所の将来推計では、

20 年後に現状の約 37%、行政人口が減少するとされて

おります。今後対策を実施しない限り、人口減少に起

因した下水道使用料の大幅な減少が予測されます。 

● 業務の高度化・多様化による職員負担の増加 

職員の業務はこれまで維持管理が中心でしたが、今

後老朽化施設の増大により、既存施設の管理に加え、改築・更新が必要となり、高い技術力が求められま

す。また人口減少に起因した下水道使用料の減少が予測され、経営環境が一層厳しさを増す中、将来の流入

水量減を見据えた施設の再構築や ICT 等の活用が求められています。 

このような中、本市では先導的事業として官民連携事業を導入し、官民一体となった事業運営の体制構築

により、財政負担の軽減、業務の効率化等を図っていく必要があります。 

対象事業 事業方式 

下水道 下水道管渠（汚水） 経営、企画、維持管理 

（巡視・点検、清掃、修繕） 

公共施設等運営事業 

終末処理場 

（B-DASH 実証実験施設含む） 

経営、企画、維持管理 

（維持、修繕） 

【～令和 5 年度末】包括的民間委託 

【令和 6 年度～】公共施設等運営事業 

雨水ポンプ場 維持管理（維持、修繕） 委託（仕様発注） 

下水道管渠（雨水） 維持管理（維持） 委託（仕様発注） 
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◆ 基本方針と基本目標 

 

 

 

◆ 投資・財政計画 

1. 投資計画 

投資計画の策定にあたっては、「未来へつなぐ下水道経営改革」の基本方針を達成するために以下の事項に

着目し、検討を行います。 

● 面整備の推進による収益の増加 

● リスクと投資を踏まえた効果的な老朽化対策 

● 安定的な事業継続を実現する企業経営構築 

● 官民一体となった事業運営の体制構築 

 

また計画期間内の投資計画を検討するにあたり、

投資に対する効果の発現が高い地域への接続による

経費回収率向上への影響、健全性のバランスによる

財政への影響を考慮し、以下のケースを設定します。 

 

 

 

ケース 投資シナリオ 

1 ・投資に対する効果の発現の高い地域への接続を見据えた投資シナリオ 
・施設の老朽化と財政の健全性のバランスを見据えた投資シナリオ 

2 ・投資に対する効果の発現の高い地域への接続を行わない投資シナリオ 
・施設の老朽化と財政の健全性のバランスを見据えた投資シナリオ 

3 ・投資に対する効果の発現の高い地域への接続を見据えた投資シナリオ 
・施設の老朽化対策を最大限実施する投資シナリオ 

4 ・投資に対する効果の発現の高い地域への接続を見据えた投資シナリオ 
・施設の老朽化対策を実施しない投資シナリオ 

2. 財政計画 

財政計画の策定にあたっては、以下の事項に着目します。また計画期間内の財政計画を検討するにあたり使

用料改定の有無による上記事項への影響を考慮し、前述の投

資計画に対して、以下のケースを設定します。 

なお、使用料の改定時期は、令和 6年度よりを想定します。 

● 経費回収率の向上 

● 収益的収支比率の向上 

● 基準外繰入金の抑制 

● 地方債残高の抑制 

 

3. 投資・財政計画 

各ケースを比較検討した結果、投資効果の発現の高い地域への接続を行わないケース 2を除き、投資に対す

る効果の発現が高い地域の整備により一定程度の経費回収率向上が見られます。しかし、いずれのケースでも

経費回収率は 100%未満かつ基準外繰入金を繰入れることとなり、赤字経営を強いられています。（グラフ 経費

回収率の推移） 

施設の老朽化対策を最大限実施するケース 3が、最も施設の健全性を確保しますが、将来人口減少に起因し

た下水道使用料収入の減少が想定される中、地方債残高が増加となり、将来に過大な負担を残し、未来へつな

ぐ経営にはつながらない結果となりました。ケース 4は、地方債残高が抑制されますが、施設の老朽化に伴う

突発的なリスクを抱えた運営を強いられることになります。（グラフ 地方債残高の推移、基準外繰入金の推移） 

経費回収率向上のための対策を実施し、対策が必須である老朽化対策に対して、投資抑制とリスクのバラン

スが最適であるケース 1 を採用します。なお、ケース 1 においても当然経費回収率 100%となることが健全か

つ持続的な経営を実現する上で重要ですが、その場合の使用料改定率は 133.0%と現実的ではありません。この

ため、他会計からの繰入にも一部依存しながらもまずは、下水道使用料の適正化として総務省が示している使

用料単価を 150 円/m3（13.8%）まで改定することを想定して、未来へつなぐ下水道経営改革を検討していきま

す。（グラフ ケース 1経費回収率の推移） 

 

採用シナリオ：ケース 1（総務省推奨使用料単価 150 円/m3まで使用料改定） 

 

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

3 149 44 0 0 0 0 0 0

0 14 0 0 4 0 14 0 0

0 0 40 40 0 0 0 40 40

6 58 66 80 85 47 50 26 28

37 300 333 245 292 225 243 261 338

9 17 28 22 9 17 28 22 22

12 0 0 0 0 0 0 0 0

0 3 0 0 0 0 0 0 3

0 4 0 0 0 0 4 0 0

46 37 39 69 66 35 38 46 74

101 561 510 416 452 324 359 355 462

項目

面整備の推進による

収益の増加

投資に対する発現効果の

高い地域への接続事業
各種計画の見直し

リスクと投資を踏ま

えた効果的な老朽化

対策

ストックマネジメント

計画策定
処理場対策

ポンプ場対策

管路施設対策

官民一体となった事

業運営の体制構築

運営権等委託事業

計※

安定的な事業継続を

実現する企業経営

企業会計移行

下水道使用料改定

経営戦略策定

改定率

使用料改定を行わない 0

総務省推奨使用料単価150円/m3まで使用料改定 13.8%

経費回収率100%まで使用料改定 133.0%

使用料改定を行わない 0.0%

総務省推奨使用料単価150円/m3まで使用料改定 13.8%

経費回収率100%まで使用料改定 180.6%

使用料改定を行わない 0.0%

経費回収率100%まで使用料改定 133.0%

使用料改定を行わない 0.0%

経費回収率100%まで使用料改定 133.0%

項目

ケース1

(投資シナリオ1)

ケース2

(投資シナリオ2)

ケース3

(投資シナリオ3)

ケース4

(投資シナリオ4)
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